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に一応の区切りをみたが、その結果 1999（平成 11）年 3 月末には 3,232 あった市町村数



























































討している。全国の都道府県立図書館 47 館、7 県（茨城県を含む）の市町村立図書館 175
館と図書館未設置市町村 40 市町村を対象にした質問紙調査（回答率：都道府県立図書館
70％、市町村立図書館 75％、図書館未設置市町村 58％）を行っている（調査時期は 2007
年 1 月から 2 月）。 
調査の内容は、市町村立図書館の支援方策について関連文献などから選択した具体的か




















また、茨城県の公立図書館の設置率は市部においては 96.9％12⁾（32 市に対して 1 市が
未設置）と全国的に見て平均的だが、町村部における図書館設置率は 50.0％13⁾（12 町村
































www.soumu.go.jp/gapei/pdf/gapei_100317_8.pdf, (参照 2019-01-08).  
²⁾ 総務省.“市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴”. http://www.soumu.go.jp/gapei
/gapei2.html, (参照 2019-01-08).  
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 概要については、おもに『茨城県立図書館要覧 平成 30 年度』69⁾を参照する。 




『日本の図書館 統計と名簿 2017』71⁾によると、2017（平成 29）年 4 月 1 日の時点で
茨城県立図書館の奉仕人口は約 297 万人、個人貸出点数は約 498,000 点であり、ともに全
国 11 位の数値であるのに対し、蔵書数は約 959,000 冊（視聴覚資料を除く）で全国 22 位
である。また 2017 年度の茨城県立図書館の予算額のうち、資料費は 41,780,000 円であっ
たが、2018 年度予算額72における資料費は 55,476,000 円と、13,696,000 円の増額になっ

















図１ 茨城県立図書館の組織・機構            （2018 年 4 月 1 日現在） 
館長  茨城県図書館協会  






















※茨城県立図書館編「組織・機構『茨城県立図書館要覧 平成 30 年度』」より73⁾ 
 
表 1 茨城県立図書館の職員構成              （2018 年 4 月 1 日現在） 
区  分 館長 副館長 企画管理課 情報資料課 館内サービス課 普及課   計 
職  員  1   1     3 15
（2） 
   17
（6） 
  6  43
（8） 
嘱託職員       1   4
（4） 




臨時職員          2
（2） 
   2
（2） 
合  計  1   1     4  19
（6） 
   24
（13） 
  6 55
（19） 
                     ※（ ）内は、司書有資格者数を内数で示す。 






















点を置き概観する。おもに『茨城県立図書館 100 年の歩み』77⁾を参照する。 
 
3.2.1 戦前の市町村支援 
 茨城県立図書館は 1904（明治 37）年の開館後、3 年後の 1906 年には「巡回書庫制」に
よる市町村支援を開始した。これは当初、久慈・新治・真壁の 3 郡に設けられたのち、






























台（2,000 冊積載）・中型車 1 台（1,200 冊積載）・小型車 1 台（800 冊積載）を新たに購入















（昭和 35）年に、共同巡回文庫を発足させた。共同巡回文庫は、参加を希望する 6 つの団
体（主として市町村立図書館や公民館図書室）を 1 組とし、各団体がそれぞれ拠出する 3









城県内の図書館活動の水準を高める意図をもっていた。当初は 2 組 12 団体でモデル的に
運営を始めたものであったが、次第に各市町村に大きな反響を呼び、参加団体も増加して





県内 16 ブロックとする体制を整え、自主運営へとシフトしていったが、1972（昭和 47）
年度からは県立図書館の補助金も廃止となり、全面的に各市町村が自主運営することとな
った。 


















庫」を開設し、開設当初は 79 文庫が設置され、27,546 冊の貸出を行った90⁾。1990（平成
2）年当時の市町村文庫の貸借体系を図 2 に、各種文庫と貸借冊数を表 2 に示す。 
 
図 2 市町村文庫の図書貸借体系                  （1990 年当時） 
  市町村文庫（B型）   
  ・一般利用者   
  ・各種文庫   
     
市町村文庫 登録申請 県立図書館 登録申請 市町村文庫 
  （A 型）  ・館外用図書    （C 型） 
・一般利用者  図書貸借 ・援助 ・共催  図書貸借 ・各種文庫 
     
  県施設文庫   






表 2 各種文庫と貸借冊数                     （1990 年当時） 
貸出文庫 貸出冊数 貸出文庫 貸出冊数 
市町村文庫（A 型） 約 300 冊 読書グループ文庫 約 50 冊 
市町村文庫（B 型） 300 冊に各連携貸出文庫
分を加算して得た冊数 
子ども文庫 約 100 冊 
市町村文庫（C 型） 各連携文庫分を積算して
得た冊数 
職場文庫 約 200 冊 
指定 PTA 母親文庫 約 600 冊 県施設文庫 約 500 冊 
PTA 母親文庫 約 200 冊   
※茨城県教育庁社会教育課『公民館図書室の整備と運営 平成 2 年度』より92⁾ 












表 3 貸出文庫用図書等貸出状況の推移       
区   分 10 年度 11 年度 12 年度 
 貸出市町村等数 45 46 46 
貸出文庫用 配本車貸出冊数 33,824 37,334 29,812 
 来館貸出冊数 4,344 3,447 6,481 
 貸出冊数合計 38,168 40,781 36,293 
 貸出市町村等数 21 19 17 
読書会用 貸出タイトル数 172 171 225 
 貸出冊数 1,733 1,829 2,535 
※茨城県立図書館編『図書館概要 平成 13 年度』より97⁾ 
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表 4 団体貸出用図書の貸出方法                  （2003 年当時） 
区分 貸出文庫用図書 読書会用図書 
貸出冊数 1 団体 500 冊  ― 










 ※茨城県立図書館編『要覧 平成 15 年度』より100⁾ 
 
また 2003（平成 15）年度の要覧101⁾に記載の、配本車の運行状況を表 5 に示す。 
 
表 5 配本車の運行状況（平成 14 年度実績）                       
配本車運行計画 前期 後期 合計 
公民館 29 館 28 館 57 館 
図書館 6 館 9 館 15 館 
県立学校 6 校 8 校 14 校 
県関係機関 5 機関 5 機関 10 機関 
配本ヶ所数 46 ヶ所 50 ヶ所 96 ヶ所 
運行日数 24 日 27 日 51 日 








しかし次年度 2008（平成 20）年度の要覧104⁾によると、配本車の運行は 2007（平成
19）年度には年 1 回に減少しており、公民館 8 館・図書館 7 館・県立学校 3 校・県関係機




表 6 配本車の運行実績（平成 18 年度実績） 
配本車運行先 前期 後期 合計 
公民館 13 館 13 館 26 館 
図書館 18 館 19 館 37 館 
県立学校 6 校 7 校 13 校 
県関係機関 3 機関 2 機関 5 機関 
モデル事業団体 3 団体 3 団体 6 団体 
配本ヶ所数 43 ヶ所 44 ヶ所 87 ヶ所 
運行日数 22 日 21 日 43 日 
















表 7 茨城県立図書館の市町村支援年表 
 年 月 主 な で き ご と 
1904（明治 37）．4 茨城県立図書館が開館する 
1906（明治 39）．8 巡回書庫の開始（久慈・新治・真壁の 3 郡） 
1916（大正 5）． 7 巡回書庫を県下全 14 郡に拡張する 
1921（大正 10）．7 夏期文庫を開始する 
1925（大正 14）．10 団体貸出及び小包文庫の制度開始 
1929（昭和 4）． 4 児童読物文庫の開始（小学校他への貸出） 
1945（昭和 20）．8 空襲により茨城県立図書館の建物消失 
1949（昭和 24）．12 移動図書館を開設する（翌年、移動図書館車による巡回開始） 
1956（昭和 31）．2 新館が開館する 
1957（昭和 32）．4 移動図書館車を３台体制とする（県内全域への巡回開始） 
1959（昭和 35）．2 共同巡回文庫の開設 
1961（昭和 36）．11 施設貸出文庫の開始 
1966（昭和 41） 共同巡回文庫に県内全市町村が参加 
1969（昭和 44）．3 移動図書館の廃止 
1972（昭和 47） 共同巡回文庫を市町村の自主運営とする 
1975（昭和 50） 「公民館等連携網整備 5 か年計画」による配本事業開始 
1982（昭和 57） 市町村文庫の開始 
1998（平成 10）．4 茨城県立図書館電算化システムの稼働開始 
2001（平成 13）．3 旧県議会議事堂を改修し茨城県立図書館新館として移転開館 












表 8 茨城県立図書館による市町村等への支援内容（2018 年度） 






相互貸借に役立てる（2018 年 4 月現在で、県立図書館の他に








（搬送対象館：市町村立図書館 55 館，公民館図書室 9 館，大学



















区分 団体貸出用図書 読書会用図書 
貸出冊数 1 団体概ね 500 冊程
度 
1 団体概ね 3 タイトル程
度（1 タイトル 10～40 冊） 























































2003（平成 15）年に 83 項目（15 年度は 81 項目、他の 2 項目は 16 年度から）の評価













のみ 75.5％と低めだが、おおむね 85％から 100％の間を推移しており、茨城県立図書館は
市町村立図書館から一定の信頼度を得ていると考える。その推移を以下、表 9 に示す。 
 
表 9 市町村立図書館からの信頼度推移 
年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 
目標達成率 85.6％ 75.5％ 98.6％ 100.0％ 84.7％ 90.7％ 
年度 H25 H26 H27 H28 H29  




 平成の大合併がピークを迎えたとされる 2005（平成 17）年から 2006（平成 18）年ご
ろにかけての茨城県における市町村合併の状況をみると、2004（平成 16）年 12 月に 75





表 10 平成の大合併前後の茨城県における市町村数の推移 
年月日現在 市 町 村 計 
2002（平成 14）.11.1 22 44 17 83 
2004（平成 16）.12.1 23 40 12 75 
2005（平成 17）.10.11 30 16 6 52 
2006（平成 18）.3.27 32 10 2 44 
※茨城県総務部市町村課編「茨城県市町村概況〔平成 30 年度版〕」より作成125⁾ 
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 また市町村立図書館の設置数をみると、2004（平成 16）年 7 月には市立図書館 26 館
（うち 5 館は分館）、町立図書館 21 館（うち 1 館は分館）、村立図書館 3 館だったが、
2005（平成 17）年 9 月には市立図書館 38 館（うち 12 館は分館）、町立図書館 10 館、村
立図書館 2 館になっている。 
 



















2004(平成 16).7 26 21 20 19 3 3 49 
2005(平成 17).9 38 26 10 10 2 2 50 
2018(平成 30).4 50 31 5 5 1 1 56 



































































































しかいない（情報資料課に 2 名、館内サービス課に 2 名）ため、普及課の仕事にまで
は手が回らない現状がある。司書資格を持つ職員自体は、臨時職員を含めると全体で












（※支援項目の具体的な内容については、3.3 市町村立図書館支援の現状の表 8 を参
照） 
相談・情報交換業務について 













































































































































   
  ※「茨城県図書館情報ネットワーク」：インターネットを使って茨城県立図書館と県
内の市町村立図書館（2018 年 4 月現在で参加館は、40 市町村 58 館）間をネットワー




























































































































































表 12  図書館建設促進事業 
 住民の身近な学習・調査活動の場としての公立図書館の整備を促進するため、図書館未
設置市町村が新設する図書館に対して助成する。 
区分 平成 14 年度～（現行補助金額） 
対象市町村 全市町村（未設置市町村に限る） 
対象経費 本工事費及び付帯工事費 
面積及び補助金額 700 ㎡以上 1,000 ㎡未満 20,000 千円以内 
1,000 ㎡以上 1,500 ㎡未満 30,000 千円以内 
1,500 ㎡以上 2,500 ㎡未満 40,000 千円以内 
2,500 ㎡以上 50,000 千円以内 
※茨城県図書館協会編『茨城の図書館 平成 17 年度』135⁾，茨城県総務企画部生涯学習課編『生涯学習課


































69⁾ 茨城県立図書館編. 茨城県立図書館要覧: 平成 30 年度. 茨城県立図書館, 2018, 62p.   
                                                   
 43 
 
                                                                                                                                                     
70⁾ 前掲 1）p.30-35 
71⁾ 前掲 10） 
72⁾ 日本図書館協会図書館調査事業委員会. 速報 都道府県立図書館と政令指定都市の図書
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73⁾ 前掲 1）p.4 
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75⁾ 前掲 1）p.1 
76⁾ 前掲 1）p.7 
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78⁾ 前掲 9）p.2 
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会教育課, 1990, 22p. 
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98⁾ 茨城県立図書館編. 要覧: 平成 15 年度. 茨城県立図書館, 2003, 81p.  
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現行の「公民館の設置及び運営に関する基準」（平成 15 年 6 月 6 日文部科学省告示）で
は、その施設に関する細かな規定は削除され、「目的を達成するために必要な設備を備え
るよう努める」とだけされているが、見直しが行われる以前の「基準」（平成 10 年 12 月
７日文部省告示）では、「資料の保管及びその利用に必要な施設(図書室、児童室又は展示
室)」を「少なくとも備える施設」のひとつとして掲げていた。 







































































4.3.1 桜川市と真壁図書館の概要 137⁾138⁾ 
 桜川市は 2005（平成 17）年に、当時の西茨城郡岩瀬町・真壁郡真壁町・真壁郡大和村













専門員（再任用職員）の B さん、非常勤職員（司書有資格者）の C さん、合計 3 名を対象





















































































らも利用していきたいと思う。ちなみに 2016 年度は当館からの依頼件数が 118 件
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（うち県立図書館の蔵書からの借受数は 59 件）・被依頼数は 17 件、昨年（2017 年）
度は依頼件数 137 件（うち県立図書館からの借受数 75 件）・被依頼 8 件だった。しか
し今年（2018 年）度から『茨城県図書館情報ネットワーク』のシステムが少し変わっ
たようで、それが原因なのか被依頼件数が多くなった（今年度の 8 月までの被依頼件





























































































































接しており、茨城県内で 3 番目に広い面積を占める市町村であるが、1955（昭和 30）年









町・塙町と 3 県 8 市町にまたがる「八溝山周辺地域定住自立圏」144⁾に参加しており、圏
域内の図書館の相互利用を促進し「図書館サービスの充実を図るとともに利用者の増加及
び利便性の向上に取り組む」協定を結んでいる145⁾。そのためこの協定に参加している 3





ア」担当者の A さん、嘱託職員（司書有資格者）の B さん、臨時職員（司書資格は取得し




 「プチ・ソフィア」は 2005（平成 17）年の開館時に、県立図書館の「モデル図書館事
業」により約 20,000 冊の図書を借り受けた（図書の返却は 5 年後を目安とする）が、
2011（平成 23）年度に「住民生活に光をそそぐ交付金」を受け、1,300 万円分の図書（一


















































































































4.5.1 大洗町と中央公民館図書室の概要 147⁾148⁾ 
 大洗町は茨城県の太平洋沿岸部のほぼ中央に位置し、北側はひたちなか市、南側は鉾田








者の A さんを対象に、約 1 時間行った。回答は「Ａ：」と略する。 
 
4.5.2.1 公民館図書室の概要について 

















































A：「相互貸借である。搬送便も同様。2017 年度は、28 件の実績があった。2018 年度に



















































































































































































4.6.1 境町と中央公民館図書室の概要 149⁾150⁾ 
 猿島郡境町は茨城県の西南端に位置し、北側は古河市、東側は坂東市に隣接し、西側と
南側は利根川を挟んで猿島郡五霞町、千葉県野田市と接している。1955（昭和 30）年以








（退職後再任用された職員で、公民館勤務は 2 年目）で公民館担当者である B さんを対象








































































































































図 9  境町中央公民館図書室 児童コーナー 
 
 



































































































































































































書検索の出来る端末は１台ある。公民館内は Free Wi-Fi が整備してある。ノート PC































































































































































































3.7 ㎞離れたところに立地しているが、約 1 ㎞のところに 2018 年 4 月に開校したかわち学































成した（2018 年 8 月に刊行し、町内の全小学生に配布した。今後は各家庭にも配布す











































































は、資料購入費が年間 10 万円しかない。昨年は 105 冊しか購入出来なかった。しか
しこのような制度があれば、ここ（公民館図書室）で本を買えなくても、県立から本
を借りられるので蔵書を持たなくても良いと考えられる。ぜひ計画を進めてほしい































































図 15  河内町中央公民館図書室  閲覧・学習スペース 
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ほか1年 16,122 3,107 21,305 1.420 7,516 1,031 113 154 2,114 0 0 0
番号
団体貸出(2017年度)個人貸出（2017年度）
登録者数 貸出者数
貸出冊数
　　　冊
貸出冊数
参考業務
名称 団体数
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1
大子町中央公民館別館
図書館「プチ・ソフィア」
10:00～18:00 月曜・木曜・年末年始 5冊まで、2週間
2
大洗町
中央公民館図書室
9:30～18:00
月曜・年末年始
図書整理期間(9月第2週目)
生涯学習フェスティバル(3月第1日曜)
図書・紙芝居（1人5冊まで、2週間）
ビデオ・DVD（1人2点まで、1週間）
※ビデオ・DVD貸出は小学生以上
大型絵本（団体で5冊まで、2週間）
3
桜川市真壁伝承館
真壁図書館
月～金　10:00～18:00
土日祝　9:00～17:00
年末年始・図書整理日・蔵書点検期間
10点まで（雑誌は2点、視聴覚資料は2点まで）
図書・雑誌は2週間、視聴覚資料は1週間
4
五霞町
中央公民館図書室
火～金　9:00～20:00
土日祝　9:00～17:00
月曜(祝日の場合は翌平日)
年末年始
5冊まで、15日間
5
境町
中央公民館図書室
9:00～19:00
月曜(祝日の場合は翌平日)
年末年始
３点（本・DVD等含めて）まで、２週間
（新刊書・DVDは１週間）
6
河内町
中央公民館図書室
火～金　9:00～17:00
土日　9:00～16:00
月曜・祝日・年末年始・イベント時 5冊まで、15日間
7
美浦村
中央公民館図書室
火・木～日　9:00～17:00
　　　　水　9:00～19:00
月・祝日（月曜の場合は翌火曜）
毎月最終火曜，蔵書点検期間
年末年始，館長が認めた際の臨時休館日
本・紙芝居・雑誌　15点まで　15日間
ビデオ　5点まで　15日間
DVD　1点まで　8日間(村内在住者のみ)
貸出冊数，期間など図書室開室時間 図書室閉室日番号 名称
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